
 

1,774,7741,774,7741,774,7741,774,774 209,823209,823209,823209,823

681,505 172,572

335,346 13,565

1,109 1,678

600,000 10,009

10,401 9,636

5,077 0

129,216 165

1,710 2,198

12,398 0

△ 1,988

112,296112,296112,296112,296 63,26063,26063,26063,260

44,51944,51944,51944,519 58,503

32,114 4,757

253

12,152

0 273,083273,083273,083273,083

7,7067,7067,7067,706

4,323 1,613,9871,613,9871,613,9871,613,987

3,383 50,00050,00050,00050,000

1,563,9871,563,9871,563,9871,563,987

60,07160,07160,07160,071 12,500

10,000 1,551,487

100 1,484,529

10,209 66,958

39,762

1,613,9871,613,9871,613,9871,613,987

1,887,0701,887,0701,887,0701,887,070 1,887,0701,887,0701,887,0701,887,070

投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産

その他利益剰余金その他利益剰余金その他利益剰余金その他利益剰余金

貸 借 対 照 表

(繰越利益剰余金)

役員退職慰労引当金

ソ フ ト ウ ェ ア

前 受 金

負負負負 債債債債 合合合合 計計計計

退 職 給 付 引 当金

機 械 設 備

繰 延 税 金 資 産

未 払 法 人 税 等

固固固固 定定定定 負負負負 債債債債

未 払 事 業 所 税

未 払 消 費 税 等

現 預 金 買 掛 金

未 払 費 用

付 属 設 備

未 収 入 金

売 掛 金

前 払 費 用

前 払 制 作 費

有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

貯 蔵 品

負債・純資産合計　負債・純資産合計　負債・純資産合計　負債・純資産合計　

長 期 保 証 金

出 資 金

資産合計資産合計資産合計資産合計

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

未 払 金

預 り 金

短 期 貸 付 金

無無無無 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

電 話 加 入 権

仮 払 金

子 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

一 括 償 却 資 産

器 具 備 品

純純純純 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計

（純資産の部）（純資産の部）（純資産の部）（純資産の部）

株株株株 主主主主 資資資資 本本本本

利利利利 益益益益 準準準準 備備備備 金金金金

( 別 途 積 立 金 )

利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

資資資資 本本本本 金金金金

(平成20年3月31日)

（単位：千円）

（負債の部）（負債の部）（負債の部）（負債の部）

流流流流 動動動動 負負負負 債債債債

科　　　　目金　　　　額科　　　　目

（資産の部）（資産の部）（資産の部）（資産の部）

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産

金　　　　額

 



 

個別注記表個別注記表個別注記表個別注記表    
1.1.1.1.重要な会計方針に係る事項重要な会計方針に係る事項重要な会計方針に係る事項重要な会計方針に係る事項    

    
1)1)1)1)固定資産の減価償却の方法固定資産の減価償却の方法固定資産の減価償却の方法固定資産の減価償却の方法    

 

①有形固定資産   定率法 

②無形固定資産   定額法 

ソフトウェアの償却方法は、法人税法と同一の基準による定額法により計上して 

おります。 

2)2)2)2)引当金の計上基準引当金の計上基準引当金の計上基準引当金の計上基準    

    
①貸倒引当金 

期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、法定繰入率による計算額を、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。    

 
②賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額に基づき、当期に負担すべき金額を支給対象期間

基準により算出した額を計上しております。 

 

③退職給付引当金 
イ)従業員については、退職金の支給に備えるため、自己都合退職による期末要支給額の100%を計上して

おります。 

ロ)役員については、退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の100%を計上しており

ます。 

 
3333))))リース取引の処理方法リース取引の処理方法リース取引の処理方法リース取引の処理方法    

    

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー             

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

    

4444))))消費税等の会計処理消費税等の会計処理消費税等の会計処理消費税等の会計処理    

 

税抜方式によっております。 

 

5555))))会計方針の変更会計方針の変更会計方針の変更会計方針の変更    

 

①法人税法の改正に伴い、当会計年度より、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

  なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。 

 

  ②一括償却資産については、従来資産計上して償却費を計上する方法を採用しておりましたが、資産の全

額を費用とする方法に変更いたしました。 

 

2222....貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表にににに関する注記関する注記関する注記関する注記    
    

1)1)1)1)有形固定資産の減価償却累計額有形固定資産の減価償却累計額有形固定資産の減価償却累計額有形固定資産の減価償却累計額                    30,528千円 

    

2)2)2)2)日本テレビに対する短期金銭債日本テレビに対する短期金銭債日本テレビに対する短期金銭債日本テレビに対する短期金銭債権                   247,141千円 

    

3)3)3)3)日本テレビに対する短期金銭債務日本テレビに対する短期金銭債務日本テレビに対する短期金銭債務日本テレビに対する短期金銭債務                    1,039千円 

    

    

    



 

3333.1.1.1.1株当たり情報に関する注記株当たり情報に関する注記株当たり情報に関する注記株当たり情報に関する注記    
    

1111))))１株当りの１株当りの１株当りの１株当りの純資産額純資産額純資産額純資産額                                  20,174円 

 
2222))))１株当りの当期純利益１株当りの当期純利益１株当りの当期純利益１株当りの当期純利益                              △242円91銭 


